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【手続補正書】
【提出日】平成29年5月31日(2017.5.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１】
　紙幣を金種別に収納するスタッカと、前記スタッカへ補充する紙幣を収納するカセット
と、少なくとも不明券または多重送り券と判定された紙幣を収納するリジェクトボックス
とを有する自動取引装置において、
　前記リジェクトボックスへ収納された収納枚数を算出するリジェクト枚数算出部を備え
、
　前記リジェクト枚数算出部は、前記リジェクトボックスへ収納される紙幣が不明券の場
合には紙幣は１枚が収納されたと推定し、前記リジェクトボックスへ収納される紙幣が多
重送り券の場合には紙幣は２枚が収納されたと推定して前記収納枚数を算出し、
　前記リジェクト枚数算出部は、前記自動取引装置に収納されている紙幣の枚数を金種別
に精査する精査処理が行われた場合には、精査処理前後の紙幣枚数の差分に基づき、前記
推定して算出された収納枚数を補正する
ことを特徴とする自動取引装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００３】
　また、ＡＴＭでは、入出金等の取引された結果の紙幣や硬貨の論理上の枚数（論理枚数
）と、内部に現に存在する紙幣や硬貨の総数が一致しているかの精査を定期的に行う必要
があるが、無人店舗、特に遠隔地に設けられたＡＴＭで、係員が定期的に精査するのは負
担が大きい。そこで、遠隔地に設けられたＡＴＭを中心にして、係員が現地に出向くこと
なしに監視センタで精査を行うリモート精査が提案されている。一例として、特許文献１
にあるような精査システムが提案されている。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００１２】
　以下、図面に従って本発明の実施形態を説明する。図１は、本発明の自動取引装置が適
用される自動取引システム１の全体構成図である。自動取引システム１は、自動取引装置
１０（以下、ＡＴＭ（automated teller machine）と呼ぶ）、ホストコンピュータ１００
、監視センタ２００を含む。ＡＴＭ１０、ホストコンピュータ１００及び監視センタ２０
０は、ネットワーク４００を経由して通信可能に接続される。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　搬送部４１は、ＡＴＭ１０内部で紙幣を各場所へ移動させるためのもので、紙幣の通路
、通路に沿って紙幣を移動させるローラ、ローラを駆動するモータ及び紙幣の位置を検出
するセンサ等々を有する。入出金部４２は、顧客が現金を入金したり、内部から繰出され
顧客に渡されたりする現金を格納するボックスである。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　スタッカ４３は、顧客からの入金紙幣や顧客に出金する紙幣を、金種別に分けて収納す
る紙幣収納部である。また、スタッカ４３は、計数用にも使用される。カセット４４は、
外部から紙幣を補充したり、スタッカ４３で一杯になった紙幣を回収したりする紙幣収納
部である。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５３】
　図８Ａ、図８Ｂは、リジェクトボックス４６の収納枚数算出処理の手順を説明するメイ
ンのフローチャートである。リジェクトボックス４６の収納枚数算出処理では、精査やエ
ンプティ検知時を基準として、前回の精査やエンプティ検知時から今回の精査やエンプテ
ィ検知時までの間で、リジェクト枚数が推定され、今回の精査やエンプティ検知が行われ
た際に推定されたリジェクト枚数が補正される。
【手続補正７】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９Ｂ
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図９Ｂ】
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